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お知らせ

つばきバスの到着時刻が分かります

バスロケーションシステムを導入

　総務課総務係　☎ 286 ｰ 3131

　バスの到着予測時刻を、スマートフォン、タブレットやパソコンを使って、簡単に確認できる
｢BUSit バスイット｣が、つばきバスでも使えるようになりました。バスを待っているバス停からでも、
自宅・外出先からでも、バスの到着時刻がリアルタイムで分かる、便利なシステム(サービス)です。

(★)バス停に設置する
ステッカー

【バスイットの使い方】
　①次のいずれかの方法で、｢BUSit バスイット｣のホームページに接続します。
　　◆パソコン・スマートフォン・タブレットで｢BUSit バスイット｣を検索。
　　◆�バス停のステッカー(★)にスマートフォンをかざす。またはスマートフォ

ン・タブレットでQRコードを読み取る。
　　　　(★)つばきバスのバス停には６月以降順次導入予定です。
　②�｢バスイット｣ホームページの検索画面にバス停名を入力し、検索すると、入

力したバス停に停まるバスの到着順に表示されます

※バスロケーションシステムは、(公社)広島県バス協会が運営するサービスです。

　 つばきバスの時刻表もご利用ください
【設�置場所】役場(２階総合案内)、福寿館、南交流センター、府中公民館、南公民館、ふちゅう情報プラザつばき館

(イオンモール広島府中内)、鶴江地区センター、総社会館、東地区センター
※府中町ホームページにも掲載しています。

府中町のロゴマーク・キャッチコピー募集！

あなたの想いをのせてふちゅうの魅力発信☆

応募・問い合わせ　企画課　☎ 286 ｰ 3121　*kikaku@town.fuchu.hiroshima.jp

目指す姿
商工住のバランスを保ち、
　次世代へ元気をつなげるひととまち
　　〜住んでよかった
　　　　　住んでみたいまち〜

【応募方法】　応募用紙に必要事項を記入のう
　�え、郵送・持参・メールで。
【応募締め切り日】　６月30日(木)
　�要件や応募方法など、詳しくは募集要項を

ご覧ください。
【採用作品】　ロゴマーク１点　賞金５万円
　　　　　　キャッチコピー１点　賞金３万円
【募�集要項】　府中町ホームページ(町政情報

>シティプロモーション)からダウンロー
ドできます。また、次の施設等でも配布
しています。

　　◆企画課(役場３階)
　　◆府中町役場総合案内(役場２階)
　　◆府中公民館
　　◆南公民館
　　◆南交流センター
　　◆ふちゅう情報プラザつばき館

※この事業は、宝くじの助成金を活用して実施しています。

　府中町では、｢子育て世代が居住を選択す
るまち｣に向けた取り組みを進めています。
　その取り組みの中で、町の目指す姿やまちの
魅力を統一的なイメージで町内外へ広く発信し
ていくために府中町の｢ロゴマーク｣｢キャッチ
コピー｣を募集します。
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６月から特定健康診査（特定健診）が始まります！

府中町国民健康保険に加入している40 ～ 74歳の人へ

　保険年金課国民健康保険係　☎ 286 ｰ 3236

人間ドック受診者の２次募集

府中町国民健康保険(満３０歳以上)に加入している人へ

　保険年金課国民健康保険係　☎ 286 ｰ 3236

　４月に｢人間ドック｣受診希望者の募集を行い、受診決定をしましたが、定員に余裕があるため、２次
募集を行います。

　私たちの体は見えないところで刻々と変化しています。そこで１年に１回は健診を受けて健康状態
や生活習慣を見直しましょう。府中町国民健康保険では、６月から11月末まで特定健診を行います。
家族、近隣、友人誘い合って受けましょう。
　簡単な検査にもかかわらず、特定健診でわかる病気も多くあります。特に糖尿病・高血圧症・高脂
血症などの生活習慣病は、無症状のまま進行していきます。

お知らせ

１年に１回健康チェックをしましょう

◆�職場等で健康診断を受ける機会がある人は、健診結果の写しを保険年金課へ提出することで、特定健診を受
診したとみなされます。健診結果の提出にご協力ください。

◆�治療中の人も特定健診の対象です。通院中のかかりつけ医に、｢特定健康診査受診券｣と｢国民健康保険被保
険者証｣をお持ちのうえ、特定健診を希望してください。かかりつけ医での定期検査に加え追加検査を行う
ことで特定健診とみなし、府中町国民健康保険へ情報が提供されます。(追加検査費用は無料）

　�　平成28年４月１日現在で府中町国民健康保険に加入している40～74歳(昭和17年４月１日～昭和52
年３月31日生まれ)のうち、次の①②以外の人へは、｢特定健康診査受診券｣を5月下旬に送付しました。

　　①被爆者健康手帳を持っている人(９月末に｢特定健康診査受診券｣をお送りします)
　　②�府中町国民健康保険が実施する人間ドックを申し込んだ人(人間ドックの健診項目は特定健診の

健診項目と重複しており、特定健診を受けたものとみなされます)

　※対象者で届いていない場合はご連絡ください。

届いていますか？｢特定健康診査受診券｣

【対象】次の①～④すべてに当てはまる人
　①�府中町国民健康保険の加入者(申込日および受

診日において)
　②満30歳以上(昭和61年４月２日以前生まれ)
　③国民健康保険税を滞納していない人
　④�受診結果を健診機関から町へ提出することに同

意する人
【申込期間】　６月１日㈬～６月10日㈮
【受付時間】　午前８時30分～正午、
　　　　　　午後１時～５時15分
【申し込み方法】　電話または保険年金課窓口で。
【定員】　２30人程度

【受診期間】平成28年８月～平成29年３月上旬

　※受診の可否は、６月末までに通知します。
　※�定員を超えた場合は抽選により受診者を決

定します。抽選の結果、受診できない場合
があります。

　※�健診について詳しくは、広報ふちゅう４月
号10〜11ページまたは府中町ホームページ
(くらしの情報＞健康・医療＞がん検診・健
康診査)をご覧ください。

　※�広島県後期高齢者医療制度の加入者の人間ドック
は、定員に達したため、２次募集はありません。
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医療機関で受診する個別健康診査

病気のサインを見逃さないためにも、１年に１回、健康診査を受けましょう。

　健康推進課健康増進係　☎ 286 ｰ 3258

お知らせ

長寿健康診査

【対�象】府中町在住の後期高齢者医療制
度に加入している人

【健�診項目】問診・身体計測・医師の診
察・血圧測定・尿検査・血液検査(血
中脂質検査・肝機能検査・血糖検
査・腎機能検査)

 ※�医師が必要と認めた場合に、貧血検
査・心電図検査・眼底検査を実施し
ます。

【健�診方法】後期高齢者医療被保険者証
をお持ちのうえ、直接町内委託医療
機関で受診してください。健診票は
医療機関にあります。

【健診料金】無料

女性の一般健康診査

【対�象】府中町に居住する18～39歳まで
の女性(昭和52年４月２日～平成11年
４月１日生まれ)

【健�診項目】問診・身体計測・医師の診
察・血圧測定・尿検査・血液検査(血
中脂質検査・肝機能検査・血糖検
査・貧血検査)

【健�診方法】健康保険証等をお持ちのう
え、直接町内委託医療機関で受診し
てください。健診票は医療機関にあ
ります。

【健�診料金】町内医療機関のご協力によ
り無料

 ※�医療機関によっては予約が必要です。
事前にご確認のうえ受診してください。

医療機関名 所在地 電話番号 長寿 女性

大島内科医院 浜田本町7-1 281-8557 ● ●

岡原皮ふ科内科クリニック 大須2-1-1 561-0303 ● ●

小山田内科医院 鹿籠2-13-6 281-0807 ● ●

こさか内科 青崎東20-2 281-4482 ● ●

斎藤内科胃腸科医院 宮の町2-4-9 282-3682 ● ●

坂下外科医院 鶴江1-25-23 282-2228 ● －

しみずハート内科クリニック 大須3-8-56 283-8010 ● ●

消化器内科ぺんぎんクリニック 本町1-4-12 508-2321 ● ●

スガタ整形外科医院 石井城1-5-36 285-6522 ● ●

鈴川内科循環器科 山田1-2-7 286-0050 ● ●

瀬戸ハイム内科 瀬戸ハイム1-2-24 285-0816 ● ●

高上クリニック 浜田3-9-3 581-5533 ● ●

ちくいえクリニック 本町5-1-6 286-7788 ● ●

中村医院 本町3-4-1 281-5714 ● ●

永田内科医院 青崎中24-26  2階 285-0808 ● ●

なんば内科 本町2-5-13 282-4511 ● ●

西村内科医院 桃山1-1-24 281-6001 ● ●

福永内科医院 緑ヶ丘13-5 283-7751 ● ●

藤東クリニック 茂陰1-1-1 284-2410 － ●

府中外科医院 大須1-19-19 285-1515 ● ●

前野医院 石井城2-10-20 281-2334 ● ●

マツダ病院 青崎南2-15 565-5000 ● ●

みはら内科クリニック 大通2-8-21  2階 286-1177 ● ●

健診期間　６月１日(水)〜３月31日(金)
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平成28・29年度 後期高齢者医療保険料

２年ごとに保険料を見直しています

　広島県後期高齢者医療広域連合業務課賦課収納係　☎ 502 ｰ 3060
　府中町福祉保健部保険年金課年金福祉医療係　☎ 286 ｰ 3154

　次のとおり平成28・29年度分の保険料率が変更されました。
※年間保険料の限度額の変更はありません。(平成28・29年度も57万円です)

お知らせ

平成2８年４月からの変更内容

※1　４月から翌年３月までを１年間として年間保険料が計算されます。
※2　所得割額＝{総所得金額等(※3)－基礎控除(33万円)}×所得割率8.97％
※3　�総所得金額等とは、｢年金収入－公的年金控除｣、｢給与収入－給与所得控除｣、｢事業収入－必要経費｣等で、

社会保険料控除等の各種所得控除前の金額です。また、退職所得以外の分離課税の所得金額(土地・建物や
株式等の譲渡所得などで特別控除後の額)も総所得金額等に含まれます。

【保険料率】

均等割額 所得割率
平成26・27年度 44,032円 8.43％
平成28・29年度 44,795円 8.97％

【保険料の決め方(※1)】

均等割額
44,795円

 所得割額(※2)
 所得割率　8.97％

 年間保険料額
 (限度額57万円)+ =

　次の所得の世帯の人や健康保険組合等の被扶養者であった人を対象に、保険料の軽減措置があります。

【所得割額の軽減】

【均等割額の軽減(５割・２割軽減の対象所得の基準が拡充されました)】

世帯主および世帯内の被保険者の前年中所得の合計額 軽減後の均等割額

33万円以下
世帯内の被保険者全員の所得額(公的年金の所得は
控除額を80万円として計算)が０円となる場合 ９割軽減　年額4,479円

上記以外の場合 8.5割軽減　年額6,719円
33万円＋(26万５千円×世帯内の被保険者数）以下の場合 ５割軽減　年額22,397円
33万円＋(48万円×世帯内の被保険者数）以下の場合 ２割軽減　年額35,836円

※所得が公的年金の場合は、軽減判定の際、15万円を限度として控除があります。
※�軽減判定の際には、｢専従者控除｣、｢居住用財産や収用により譲渡した場合等の課税の特例｣の適用はありません。
※所得等の申告がない場合は、軽減されないことがあります。
※軽減判定は、賦課期日(各年度の４月１日または資格取得日)時点で行われます。

【健康保険組合等の被扶養者であった被保険者に対する軽減】

　�　後期高齢者医療制度加入直前に、健康保険組合等(国民健康保険および国民健康保険組合は除く)
の被扶養者であった被保険者は、均等割額が９割軽減になり、所得割額の負担はありません。平成
28年度の年間保険料額は4,479円となります。

保険料の軽減

�｛総所得金額等－基礎控除(33万円)}が58万円以下の場合、所得割額が５割軽減されます。

保険料額決定通知書

７月中旬にお届けします。保険料納付方法を確認し、現金納付の人は納期限までにお支払いください。
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利用料の支払い

サービスの提供

保険料の納付(A)
要介護認定の申請(B)

保険証等の交付(C)
要介護認定(B)

府中町(保険者)
役場４階高齢介護課

介護保険制度の
運営を行います。

介
護
報
酬
の
支
払
い

もしものときに支え合う、介護保険制度

制度の仕組みと基準の変更

　高齢介護課介護保険係　☎ 286 ｰ 3235

　介護保険制度は、介護や支援が必要な状態になっても、できる限り住み慣れた地域の中で安心して生
活を続けることができるよう設けられています。

お知らせ

制度のしくみ

加入者(被保険者)

　40歳以上の人は、加入者となっ
て保険料を納め、介護や支援が必
要と認められた場合、介護保険の
サービスが利用できます。(利用
料はサービスに掛る費用の１割ま
たは２割です)

●第１号被保険者(65歳以上の人)

●�第２号被保険者(40歳以上65歳未
満で医療保険に加入している人)

地域包括支援センター
ふれあい福祉センター２階

　介護予防や高齢者の総
合的な相談の拠点です。

サービス事業者

　県または町の指定を
受けた事業者が利用者
に合ったサービスを提
供します。

A保険料の納付　介護保険の財源（利用者負担分は除く）は、１/２が保険料でまかなわれています。
B�要介護認定の申請・認定　サービスを利用するためには、役場窓口で申請して｢介護や支援が必要である｣

と認定されることが必要です。
　【手続きの流れ】１.要介護(要支援)認定の申請→２.認定調査→３.審査・判定→４.認定結果の通知
C�保険証等の交付　「被保険者証」(緑色）、「負担割合証」(黄色）は、介護保険のサービスを利用すると

きに必要です。

食費・居住費の負担軽減判定基準が変わります
平成28年８月から

　介護保険施設に入所する人・ショートステイを利用する人と、自宅で暮らす人等との負担
の公平性を高めるため、負担軽減の利用者負担段階の判定に非課税年金(遺族年金・障害年
金)も含めることになりました。

これまでの判断基準(第２段階) 平成28年8月からの判断基準(第２段階)

・住民税非課税世帯
・�課税年金収入額＋合計所得金額が80万円

以下

・住民税非課税世帯
・課税年金収入額＋非課税年金収入額
　＋合計所得金額が80万円以下

※食費・居住費の負担軽減を受けるには、あらかじめ申請し判定を受けることが必要です。

原因を問わず介護や日常生活
の支援が必要となったとき、
府中町の認定を受け、サービ
スを利用できます。

特定疾病により介護や支援が
必要となったとき、府中町の
認定を受け、サービスを利用
できます。
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お知らせ

私たちが府中町の人権擁護委員です

一人で悩まずご相談ください

　人権推進室　☎ 286 ｰ 3165

　戦後、国民の基本的人権の擁護と人権尊重
思想の普及が強く求められ、基本的人権の尊
重を基調とした日本国憲法が制定されました。
そして、国民の基本的人権を擁護するため
「人権擁護委員制度」が誕生しました。
　

　◆�法務大臣から委嘱された民間ボランティ
アです。

　◆�人権相談を受けたり、啓発活動を行って
います。

　◆�人権侵害があった場合、法務局の職員と
協力して事実関係を調査し、被害者救済
のための最善の方法を一緒に考えます。

　私たちの町では、右のみなさんが人権擁護
委員として活動をしています。

その人らしさを認め合いながら共に生きる社会へ

障害者差別解消法が施行されました

　福祉課障害者福祉係　☎ 286 ｰ 3161･FAX 283 ｰ 5775( 相談も受け付けています)

　障害者差別解消法では｢不当な差別的取り扱い｣を禁止し、｢合理的配慮の提供｣を求めています。不
当な差別的取り扱いをすることは、行政機関も民間事業者(会社やお店など)も禁止されています。また、
行政機関は必ず合理的配慮をすることになっており、民間事業者は合理的配慮をするよう努力すること
になっています。

｢不当な差別的取り扱い｣とは ｢合理的配慮の提供｣とは

　正当な理由がないのに、障害があるとい
うことでサービスの提供の拒否・制限をす
ることです。
　【具体例】
　◆�イベントなどにおいて、電動車いすで

の入場を認めない。
　◆�本人を無視して介助者や支援者、付き

添いの人だけに話しかける。
　◆�病院受診の際に、手話通訳の同伴を拒

否する。

　障害のある人から、何らかの対応を必要と
しているとの意志が伝えられたときに、負担
が重すぎない範囲で、社会の中にある障壁を
取り除くために合理的な配慮をすることです。
　【具体例】
　◆�段差がある場合に、スロープなどを使っ

て補助する。
　◆�会議や講演会等に手話通訳者・要約筆記

者を配置する。

※障害者差別解消法＝障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律。(平成28年4月1日施行)

氏　名 住　所 電話番号
熊野 俊浩 本町３-11-５ 281-3787
鈴岡 章子 青崎東11-８-Ｂ314 284-9374

増田 義憲 瀬戸ハイム３-４-７ 223-1051
(勤務先)

奥 美知子 大通２-12-５ 285-8408
小濱 樹子 八幡３-11-１-614 283-9663

上段(左から)　鈴岡委員、奥委員、小濱委員
下段(左から)　熊野委員、増田委員

今月の人権標語

言い方ひとつ
相手が感じる
受け取り方

人権擁護委員とは
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住民税ってどんな税金？？？

納税をお忘れなく

　税務課町民税係　☎ 286 ｰ 3143

　１月１日現在の住所地(市町村)で、前年１月～12月の所得金
額に応じて年税額を算定し、６月に課税(通知)します。
※�町外の人でも町内に事務所や家屋敷等がある場合は｢均等割｣

が課税されます。町内に事業所等を所有している法人は、個
人住民税とは別に｢法人住民税｣が課税されます。

住民税は、町民税と県民税の総称です

※�平成26年～35年まで町民税・県民税の均等割に｢東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のた
めの施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例｣として、それぞれ500円が加算されています。また、県民
税の均等割に、｢ひろしまの森づくり県民税｣500円が加算されています。

＋

－
県民税

均等割額(2,000円)

町民税額

課税標準額
(千円未満切捨)

所
得
控
除
額

平
成
27
年
中
の

所
得
金
額

町民税
所得割の税率
【６％】

算出所得割額

－

－

町民税
均等割額(3,500円)

＋

＝

＝

×

× 県民税額

町民税
税額控除

県民税
税額控除

均等割額

普通徴収
事業所得者や公的年金所得者など給与から住民税を差し引くことができない人などを対象にした納付方
法です。納付書(毎年６月に町から送付する税額通知書に同封)または口座振替により、自分で納付します。
納期は、６・８・10・１月の年４回です。

給与特別
徴収

給与所得者の給与から住民税を差し引いて、事業主がまとめて納入する方法です。６月～翌年５月の年
12回の納期なので、普通徴収の年４回の納期に比べると１回あたりの納税額が少なくなります。
※�前年中に給与を支払った従業員へ当該年度の４月１日現在給与を支払っている事業主は、その従業員

の住民税を特別徴収する義務があります。

年金特別
徴収

公的年金にかかる住民税を年金から差し引いて、日本年金機構等(年金保険者)が町へ納付する方法です。
４月１日現在、65歳以上の住民税が課税される公的年金受給者が対象で、年金が支給される偶数月(年６
回)に住民税が差し引かれます。
※�年金から住民税の差し引きが初めての人や、前年度に税額変更等で年金からの差し引きが停止した人

の、公的年金所得部分についての差し引きは、10月から開始されます。また、前年度に年金から住民
税を差し引かれている人は、８月までは２月の徴収額と同額で差し引かれ、10月以降翌年２月までが
再計算された税額で差し引かれます。

住民税(町民税と県民税の総称)
均等割 所得割

町民税3,500円
県民税2,000円

課税総所得に課税
(町民税6% 県民税4%)

(分離課税を除く)

　◆生活保護法の生活扶助を受けている人
　◆障害者、未成年者、寡婦・寡夫(合計所得金額が125万円を超える場合は除く)
　◆均等割が課税されない人
　　　合計所得金額が[35万円×(本人＋控除対象配偶者＋扶養人数)＋21万円]以下の人
　　 ※扶養親族等がいない場合は、35万円以下。
　　 ※扶養人数には年少扶養を含みます。

住民税が非課税になる人

課税のしくみと税額の計算方法

納付方法

県民税
所得割の税率
【４％】

年　

税　

額
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財政状況を公表します

平成27年度下半期（10月～３月）

　財政課　☎ 286 ｰ 3132

（平成28年３月31日現在）

町　 　 　税

国県支出金

町　 　 　債
地方交付税・
地方特例交付金

そ　 の　 他

73億4126万7千円

50億2898万5千円

44億6286万6千円

15億6978万7千円

10億109万7千円

（74億6510万9千円）

（46億3425万6千円）

（15億3538万円）

（13億2017万2千円）

諸　 収　 入 3億3295万9千円
（3億389万2千円）

地方消費税交付金 8億7972万5千円
（9億9520万7千円）

（8億7288万3千円）
予算現額

（収入済額）

（注）その他には、分担金および負担金、繰入金、財産収入等が含まれます。

民　 生　 費

土　 木　 費

総　 務　 費

衛　 生　 費

そ　 の　 他

68億5532万1千円

28億9038万2千円

22億701万3千円

14億7570万9千円

11億6033万9千円

（56億9262万7千円）

（15億3716万9千円）

公　 債　 費19億7963万円
（19億7285万5千円）

教　 育　 費40億4829万2千円

（15億2617万7千円）

（16億6430万9千円）

（13億5246万6千円）

（9億2793万9千円）
予算現額

（支出済額）

（注）その他には、消防費、議会費、労働費等が含まれます

一般会計　支出と収入の状況

区　分 予算現額 収入済額 支出済額会計名
土地取得 1万6千円 1千円 1千円
国民健康保険 63億4001万3千円 53億8509万4千円 58億898万3千円
下水道事業 20億6725万7千円 8億8557万7千円 17億3922万5千円
介護保険 38億2319万3千円 30億7500万4千円 33億8751万円
後期高齢者医療 6億2663万4千円 5億6126万2千円 6億307万5千円

※水分峡森林公園を含む。

区　　分 金　　額
一般会計債 185億2198万8千円
普通債 85億7632万5千円

（１）総務 7288万8千円
（２）民生 4億6996万7千円
（３）衛生 6718万3千円
（４）農林 6447万3千円
（５）土木 49億8020万6千円
（６）消防 1億825万4千円
（７）教育 28億1335万4千円

災害復旧債 43万８千円
（１）土木 43万８千円
（２）消防 0円
（３）教育 0円

その他 99億4522万5千円
（１）減税補てん 3億9509万5千円
（２）臨時税収補てん 4261万4千円
（３）臨時財政対策 89億1752万2千円
（４）減収補てん 5億8999万4千円

特別会計債 85億1194万5千円
下水道事業債 85億1194万5千円

計 270億3393万3千円

歳出
予算現額　206億1668万6千円
支出済額　146億7354万2千円 歳入

予算現額　206億1668万6千円
収入済額　171億2689万9千円

区　分 平成27年度
町税収入予算現額 構成比

1人当たり
負担額

町民税 39億4861万5千円 53.8% 7万5918円
固定資産税 26億2520万1千円 35.8% 5万473円
軽自動車税 7288万3千円 1.0% 1401円
たばこ税 3億1191万4千円 4.2% 5997円
都市計画税 3億8265万4千円 5.2% 7357円

計 73億4126万7千円 100.0% 14万1146円

※平成28年3月31日現在の人口　52,012人
※予算現額には、法人分も含む｡

①土地および建物 ③有価証券 ⑤基金

④出資による権利

②山林
区　分 蓄積量 面　積
立木 13,049.00㎥ 217.29ha

※道路・橋りょうの面積は含まない。

区　分 土　地 建　物
行政財産 1,004,626.15㎡ 106,115.68㎡
普通財産 1,751,767.19㎡ 1,399.37㎡
計 2,756,393.34㎡ 107,515.05㎡

区　分 金　額
株券 ㈱ひろしまケーブルテレビ 150万円

区　分 金　額
広島県信用保証協会出捐金 893万3千円
府中町土地開発公社出資金 500万円
（一財)広島県環境保全公社出捐金 65万円
（公財）ひろしま文化振興財団出捐金 36万円
（公財）暴力追放広島県民会議出捐金 166万円
（公財）広島県下水道公社出捐金 141万6千円
地方公共団体金融機構出資金 300万円

計 2101万9千円

区　分 金　額
府中町財政調整積立基金 15億1515万4千円
府中町土地開発基金 2億9397万4千円
府中村永世守屋奨学基金 159万5千円
府中町営住宅建設基金 4218万1千円
府中町退職手当基金 61万2千円
府中町地域振興基金 0円
府中町まちづくり振興基金 638万1千円
安芸府中森づくり基金 48万5千円
府中町国民健康保険基金 0円
府中町介護給付費準備基金 1億9113万8千円

計 20億5152万円

平成28年３月31日時
点の一時借入金はあ
りません。

※平成27年度予算の歳入歳出は、平成28年５月末日までに未収未払金の整理を行うことになっており、最終的な金額ではありません。

町有財産の状況

町債の現在高 特別会計　収入と支出の状況

町民の負担状況 一時借入金
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